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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

Ⅵ-2-2-3「原子炉建物の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-9-3-1「原子炉建物原子炉棟

（二次格納施設）の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するための資料を以下に示

す。 

 

 

 

別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 

別紙 1－1 原子炉建物屋根トラスの解析モデルと設計クライテリアについて 

別紙 1－1－1 原子炉建物屋根トラスの入力地震動に係る影響検討について 

別紙 1－2 原子炉建物屋根トラスの耐震補強について 

別紙 1－3 屋根トラス評価モデルにおける減衰について 

別紙 2 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙 3 応力解析における断面の評価部位の選定 

別紙 3－1 屋根スラブ及び床スラブの固有振動数について 

別紙 4 原子炉建物の既工認時の設計用地震力と今回工認における静的地震力及び弾性設計

用地震動Ｓｄによる地震力の比較 

別紙 5 屋根スラブの面外剛性を考慮した影響検討 

別紙 6 スタッドボルトの検討 

今回提出範囲： 



別紙 5 屋根スラブの面外剛性を考慮した影響検討 
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1. 概要 

原子炉建物屋根トラスの評価においては，屋根トラス部材の応力評価に対する保守性を

考慮し，屋根スラブの面外剛性は考慮しないこととしている。 

本資料は，屋根トラスの地震応答解析モデルにおいて屋根スラブの面外剛性を考慮した

場合について，屋根トラスへの影響を確認するとともに，屋根スラブに発生する応力を確

認し，屋根スラブの機能維持について説明するものである。 
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2. 屋根スラブの面外剛性を考慮した影響検討 

2.1 解析モデル 

本検討に用いる解析モデルは，Ⅵ-2-9-3-1「原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）の

耐震性についての計算書」で用いる屋根トラスの地震応答解析モデルに屋根スラブの面

外剛性を考慮したものとする。 

解析モデルへの入力は，Ⅵ-2-9-3-1「原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）の耐震性

についての計算書」と同様に，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」に示す原子炉

建物全体の地震応答解析から得られる燃料取替階レベル（4F，EL 42.8m）の応答結果を

用いることとし，燃料取替階位置を固定として水平方向（並進・回転）と鉛直方向の同

時入力とする。 

解析モデルの概要を図 2－1に，部材リストを表 2－1に示す。  
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(a) 線材によるモデル化部分 

 

(b) 面材によるモデル化部分 

 

図 2－1(1) 解析モデルの概要  
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図 2－1(2)  解析モデルの概要 

屋根トラスモデル化範囲 
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表 2－1 部材リスト 

部位 使用部材 材質 
断面積 

(×102mm2) 

断面二次 

モーメント 

（×104mm4） 

主トラス 

上弦材  H-400×400×13×21 
SM50A 

(SM490A相当) 
218.7  66600 

下弦材 

 H-400×400×13×21 
SM50A 

(SM490A相当) 

SN490B 

218.7  66600 

BH-400×400×19×35 342.7  99230 

BH-400×400×19×35 

+2PLs-16×330＊ 
448.3 108800 

斜材 

2CTs-175×350×12×19 

SS41 

(SS400 相当) 

SS400 

173.9 

― 

2CTs-150×300×10×15 119.8 

2CTs-150×300×10×15 

+4Ls-90×90×10＊ 
187.8 

2CTs-125×250× 9×14 

+4Ls-90×90×10＊ 
160.2 

束材 

2CTs-175×350×12×19 
SS41 

(SS400 相当) 

173.9 

― 2CTs-150×300×10×15 119.8 

2CTs-125×250× 9×14 92.20 

サブ 

トラス 

上弦材 

下弦材 
 H-390×300×10×16 

SS41 

(SS400 相当) 
136.0  38700 

斜材 

2CTs-125×250×9×14 SS41 

(SS400 相当) 

SS400 

92.20 

― 2CTs-125×250×9×14 

+4Ls-65×65×6＊ 
122.3 

水平ブレース 

 H-400×408×21×21 
SS41 

(SS400 相当) 

250.7 

―  H-400×400×13×21 218.7 

 H-394×398×11×18 186.8 

サブビーム 
H-400×400×13×21 SS41 

(SS400 相当) 

218.7 66600 

H-390×300×10×16 136.0 38700 

母屋 
H-244×175× 7×11 SS41 

(SS400 相当) 

56.24 6120 

H-294×200× 8×12 72.38 11300 

サブトラス下弦材 

座屈止め 
2[s-150×75×9×12.5＊ SS400 61.20 ― 

注記＊：補強工事で追加した部材  



 

別紙 5-6 

2.2 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」に示す原子炉建物全体の地

震応答解析から得られる燃料取替階レベル（4F，EL 42.8m）の時刻歴応答加速度とする。

なお，検討ケースは，Ⅵ-2-9-3-1「原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）の耐震性につ

いての計算書」に示す屋根トラスの評価結果において，多くの部材で検定比が最大とな

った基準地震動Ｓｓ－Ｄのケース 4のＮＳ方向及び鉛直方向とする。 

図 2－2に燃料取替階レベル（4F，EL 42.8m）の水平成分，鉛直成分及び回転成分の加

速度時刻歴波形を示す。 
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(a) ＮＳ方向（水平） 

 

(b) 鉛直方向 

 

 

(c) ＮＳ方向（回転） 

 

図 2－2 燃料取替階レベル（4F，EL 42.8m）の加速度時刻歴波形 

（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4） 
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2.3 評価結果 

2.3.1 屋根トラス 

屋根スラブの面外剛性を考慮した地震応答解析結果から各部材の断面の評価を実

施し，結果の比較を行う。なお，断面の評価方法については，Ⅵ-2-9-3-1「原子炉

建物原子炉棟（二次格納施設）の耐震性についての計算書」で示した方法と同じで

ある。 

 

(1) 主トラス，サブトラス（上下弦材），水平ブレース，サブビーム，母屋及びサブト

ラス下弦材座屈止め 

評価対象箇所は，各部材の検定値が最も大きい箇所とする。評価対象箇所を図 2

－3～図 2－8 に示す。また，断面算定結果を表 2－2～表 2－7に示す。 

屋根スラブの面外剛性を考慮した場合の評価結果は，いずれも評価基準値を下回

っており，面外剛性の考慮有無の違いが耐震性に影響を与えないことを確認した。 
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：面外剛性非考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。 

：面外剛性考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。  

（単位：m） 

図 2－3 評価対象箇所（主トラス：R7通り） 
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表 2－2(1) 断面算定結果（主トラス） 

部材（種類） 上弦材 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
R7通り 

(RG通り RH通り間) 

R7通り 

(RG通り RH通り間) 

鉄骨断面 
部材 H-400×400×13×21 H-400×400×13×21 

種別 SM50A(SM490A相当) SM50A(SM490A相当) 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 392 343 494 330 

Ｍ(kN・m) 435 435 241 241 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 17.9 ― 22.6 ― 

σｃ (N/mm2) ― 15.7 ― 15.1 

σｂ (N/mm2) 131 131 72.4 72.4 

ｆｔ (N/mm2) 357 ― 357 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 357 ― 357 

ｆｂ (N/mm2) 357 357 357 357 

t b

ｔ b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 0.42（＜1.0） ― 0.28（＜1.0） ― 

c b

c b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 ― 0.42（＜1.0） ― 0.26（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 

 

 

表 2－2(2) 断面算定結果（主トラス） 

部材（種類） 下弦材 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
R7通り 

(RD 通り RE通り間) 

R7通り 

(RD通り RE通り間) 

鉄骨断面 
部材 

BH-400×400×19×35 

+2PLs-16×330 

BH-400×400×19×35 

+2PLs-16×330 

種別 SM50A(SM490A相当)，SN490B SM50A(SM490A相当) ，SN490B 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 1150 5390 1310 5140 

Ｍ(kN・m) 482 482 420 420 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 33.6 ― 38.2 ― 

σｃ (N/mm2) ― 157 ― 150 

σｂ (N/mm2) 97.1 97.1 84.6 84.6 

ｆｔ (N/mm2) 357 ― 357 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 301 ― 301 

ｆｂ (N/mm2) 357 357 357 357 

t b

ｔ b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 0.38（＜1.0） ― 0.35（＜1.0） ― 

c b

c b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 ― 0.81（＜1.0） ― 0.74（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 
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表 2－2(3) 断面算定結果（主トラス） 

部材（種類） 斜材 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
R7通り 

(RG 通り RH通り間) 

R7通り 

(RG通り RH通り間) 

鉄骨断面 
部材 2CTs-175×350×12×19 2CTs-175×350×12×19 

種別 SS41(SS400相当) SS41(SS400相当) 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 4260 1510 4220 1890 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 245 ― 243 ― 

σｃ (N/mm2) ― 86.8 ― 109 

ｆｔ (N/mm2) 258 ― 258 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 181 ― 178 

t

ｔ

σ

ｆ
 0.95（＜1.0） ― 0.95（＜1.0） ― 

c

c

σ

ｆ
 ― 0.48（＜1.0） ― 0.62（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 

 

 

表 2－2(4) 断面算定結果（主トラス） 

部材（種類） 束材 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
R7通り 

(RG 通り RH通り間) 

R7通り 

(RD通り RE通り間) 

鉄骨断面 
部材 2CTs-175×350×12×19 2CTs-150×300×10×15 

種別 SS41(SS400相当) SS41(SS400相当) 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 1120 3170 540 1540 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 64.4 ― 45.1 ― 

σｃ (N/mm2) ― 182 ― 129 

ｆｔ (N/mm2) 258 ― 258 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 216 ― 202 

t

ｔ

σ

ｆ
 0.25（＜1.0） ― 0.18（＜1.0） ― 

c

c

σ

ｆ
 ― 0.85（＜1.0） ― 0.64（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 
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：面外剛性非考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。 

：面外剛性考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。  

（単位：m） 

(a) サブトラス：RE通り+3.0m 

 

 

：面外剛性非考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。 

：面外剛性考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。  

（単位：m） 

(b) サブトラス：RF通り 

 

図 2－4 評価対象箇所（サブトラス（上下弦材）） 
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表2－3(1) 断面算定結果（サブトラス） 

部材（種類） 上弦材 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
RE通り+3.0m 

(R3 通り R4通り間) 

RF通り 

(R10通り R11通り間) 

鉄骨断面 
部材 H-390×300×10×16 H-390×300×10×16 

種別 SS41(SS400相当) SS41(SS400相当) 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 354 137 378 105 

Ｍ(kN・m) 233 233 113 113 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 26.0 ― 27.8 ― 

σｃ (N/mm2) ― 10.1 ― 7.72 

σｂ (N/mm2) 117 117 56.9 56.9 

ｆｔ (N/mm2) 258 ― 258 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 258 ― 258 

ｆｂ (N/mm2) 258 258 258 258 

t b

ｔ b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 0.56（＜1.0） ― 0.33（＜1.0） ― 

c b

c b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 ― 0.50（＜1.0） ― 0.25（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 

 

 

表 2－3(2) 断面算定結果（サブトラス） 

部材（種類） 下弦材 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
RF通り 

(R3 通り R4通り間) 

RF通り 

(R3通り R4通り間) 

鉄骨断面 
部材 H-390×300×10×16 H-390×300×10×16 

種別 SS41(SS400相当) SS41(SS400相当) 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 677 1630 631 1690 

Ｍ(kN・m) 131 131 126 126 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 49.8 ― 46.4 ― 

σｃ (N/mm2) ― 120 ― 124 

σｂ (N/mm2) 66.0 66.0 63.5 63.5 

ｆｔ (N/mm2) 258 ― 258 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 243 ― 243 

ｆｂ (N/mm2) 258 258 258 258 

t b

ｔ b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 0.46（＜1.0） ― 0.43（＜1.0） ― 

c b

c b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 ― 0.76（＜1.0） ― 0.76（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 
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：面外剛性非考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。 

：面外剛性考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。  

（単位：m） 

図 2－5 評価対象箇所（水平ブレース：EL 63.3m） 
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表 2－4 断面算定結果（水平ブレース） 

部材（種類） 水平ブレース 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
RF通り RG通り間 

(R3 通り R4通り間) 

RF通り RG通り間 

(R3通り R4通り間) 

鉄骨断面 
部材 H-400×408×21×21 H-400×408×21×21 

種別 SS41(SS400相当) SS41(SS400相当) 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 2090 2510 2100 2520 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 83.4 ― 83.8 ― 

σｃ (N/mm2) ― 100 ― 101 

ｆｔ (N/mm2) 258 ― 258 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 247 ― 247 

t

ｔ

σ

ｆ
 0.33（＜1.0） ― 0.33（＜1.0） ― 

c

c

σ

ｆ
 ― 0.41（＜1.0） ― 0.41（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 
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：面外剛性非考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。 

：面外剛性考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。  

（単位：m） 

図 2－6 評価対象箇所（サブビーム：EL 63.3m） 
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表 2－5 断面算定結果（サブビーム） 

部材（種類） サブビーム 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
RE通り RF通り間 

(R4 通り R5通り間) 

RE通り RF通り間 

(R3通り R4通り間) 

鉄骨断面 
部材 H-390×300×10×16 H-400×400×13×21 

種別 SS41(SS400相当) SS41(SS400相当) 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 102 68.0 150 94.9 

Ｍ(kN・m) 165 165 308 308 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 7.50 ― 6.86 ― 

σｃ (N/mm2) ― 5.00 ― 4.34 

σｂ (N/mm2) 83.1 83.1 92.5 92.5 

ｆｔ (N/mm2) 258 ― 258 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 244 ― 241 

ｆｂ (N/mm2) 258 258 258 258 

t b

ｔ b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 0.36（＜1.0） ― 0.39（＜1.0） ― 

c b

c b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 ― 0.35（＜1.0） ― 0.38（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 
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：面外剛性非考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。 

：面外剛性考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。  

（単位：m） 

図 2－7 評価対象箇所（母屋：EL 63.3m） 
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表 2－6 断面算定結果（母屋） 

部材（種類） 母屋 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
R6通り R7通り間 

(RE 通り RF通り間) 

R6通り R7通り間 

(RE通り RF通り間) 

鉄骨断面 
部材 H-244×175×7×11 H-244×175×7×11 

種別 SS41(SS400相当) SS41(SS400相当) 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 79.1 209 90.3 202 

Ｍ(kN・m) 0 0 0 0 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 14.1 ― 16.1 ― 

σｃ (N/mm2) ― 37.2 ― 35.9 

σｂ (N/mm2) 0 0 0 0 

ｆｔ (N/mm2) 258 ― 258 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 194 ― 194 

ｆｂ (N/mm2) 258 258 258 258 

t b

ｔ b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 0.06（＜1.0） ― 0.07（＜1.0） ― 

c b

c b

σ σ
＋

ｆ ｆ
 ― 0.20（＜1.0） ― 0.19（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 
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：面外剛性非考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。 

：面外剛性考慮ケースの最大応力発生箇所を示す。  

（単位：m） 

図 2－8 評価対象箇所（サブトラス下弦材座屈止め：EL 59.3m） 
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表 2－7 断面算定結果（サブトラス下弦材座屈止め） 

部材（種類） サブトラス下弦材座屈止め 

面外剛性 非考慮 考慮 

位置 
R10 通り R11通り間 

(RE 通り RF通り間) 

R10通り R11通り間 

(RE通り RF通り間) 

鉄骨断面 
部材 2[s-150×75×9×12.5 2[s-150×75×9×12.5 

種別 SS400 SS400 

応力状態 引張 圧縮 引張 圧縮 

Ｎ(kN) 219 226 220 231 

断面算定 

σｔ (N/mm2) 56.9 ― 57.1 ― 

σｃ (N/mm2) ― 36.9 ― 37.7 

ｆｔ (N/mm2) 235 ― 235 ― 

ｆｃ (N/mm2) ― 61.3 ― 61.3 

t

ｔ

σ

ｆ
 0.25（＜1.0） ― 0.25（＜1.0） ― 

c

c

σ

ｆ
 ― 0.61（＜1.0） ― 0.62（＜1.0） 

判定 可 可 可 可 
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(2) サブトラス（斜材） 

サブトラス（斜材）は弾性範囲を超えることが確認されたため，破断評価を実施

する。評価対象箇所は，弾性範囲を超える各部材の評価結果のうち，累積塑性変形

倍率が最も大きい部材とする。評価対象箇所を図 2－9 に示す。また，破断評価結果

を表 2－8に示す。 

屋根スラブの面外剛性を考慮した場合のサブトラス（斜材）の評価結果は，評価

基準値を下回っており，面外剛性の考慮有無の違いが耐震性に影響を与えないこと

を確認した。 
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:面外剛性非考慮ケースの累積塑性変形倍率が最も大きい箇所を示す。 

:面外剛性考慮ケースの累積塑性変形倍率が最も大きい箇所を示す。  

 (単位：m) 

 

(a) サブトラス：RE通り+3.0m 

 

 

:面外剛性非考慮ケースの累積塑性変形倍率が最も大きい箇所を示す。 

:面外剛性考慮ケースの累積塑性変形倍率が最も大きい箇所を示す。  

 (単位：m) 

(b) サブトラス：RF通り 

 

図 2－9 評価対象箇所（サブトラス（斜材）） 
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表 2－8 破断評価結果 

(a) 面外剛性非考慮（RF通り） 

使用部材 位置 

最大等価 

軸ひずみ 

εmax(×10-3) 

累積塑性 

変形倍率 

η 

応答による 

繰返し回数＊1 

ｎi 

評価基準＊2 

(破断寿命) 

Ｎｐ 

ｉ

ｐ

ｎ

Ｎ
 判定 

2CTs-125×250×9×14 

+4Ls-65×65×6 

SS41(SS400相当)， 

SS400 

R3通り 

R4通り間 
0.800 0.8406 915 1190000 0.001 可 

注記＊1：ピークカウント法を用い，対象部材の軸ひずみの時刻歴波形の最大及び最小を全て

カウントする。 

＊2：最大等価軸ひずみ（設定ひずみ振幅）に対応する鋼材の破断寿命を引用文献(1)よ

り算定し，これを評価基準とする。 

 

(b) 面外剛性考慮（RE+3.0m通り） 

使用部材 位置 

最大等価 

軸ひずみ 

εmax(×10-3) 

累積塑性 

変形倍率 

η 

応答による 

繰返し回数＊1 

ｎi 

評価基準＊2 

(破断寿命) 

Ｎｐ 

ｉ

ｐ

ｎ

Ｎ
 判定 

2CTs-125×250×9×14 

+4Ls-65×65×6 

SS41(SS400相当)， 

SS400 

R3通り 

R4通り間 
0.504 0.5338 967 1190000 0.001 可 

注記＊1：ピークカウント法を用い，対象部材の軸ひずみの時刻歴波形の最大及び最小を全て

カウントする。 

＊2：最大等価軸ひずみ（設定ひずみ振幅）に対応する鋼材の破断寿命を引用文献(1)よ

り算定し，これを評価基準とする。 
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2.3.2 屋根スラブ 

(1) 面外応力の検討 

屋根スラブの面外剛性を考慮した場合に屋根スラブに発生する最大応答面外曲げ

モーメントを図 2－10に，最大応答面外せん断力を図 2－11に示す。 

これらの発生応力に対する屋根スラブの断面の評価を実施する。なお，断面の評

価方法については，Ⅵ-2-9-3-1「原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）の耐震性に

ついての計算書」で示した方法と同じである。 

評価対象箇所は，各断面の検定値が最も大きい箇所とする。評価対象箇所を図 2

－12に示す。また，評価結果を表 2－9に示す。 

屋根スラブについて，屋根スラブの面外剛性を考慮した場合においても，曲げモ

ーメントに対する鉄筋応力度が許容限界を超えないこと及び発生する面外せん断力

が許容限界を超えないことを確認した。 
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図 2－10(1) 最大応答面外曲げモーメント（Ｍｘ） 

  

1.02 0.943 2.45 0.853 1.77 1.56 1.75 1.76 1.77 1.75 1.56 1.78 0.863 2.46 0.962 1.03

3.08 3.03 1.67 1.87 2.24 2.39 1.98 2.14 2.14 1.99 2.38 2.24 1.85 1.65 3.03 3.06

5.74 3.26 1.60 1.53 1.63 1.53 0.559 1.49 1.50 0.570 1.52 1.63 1.54 1.60 3.28 5.73

7.00 6.21 2.92 2.47 3.23 2.53 2.83 2.91 2.90 2.84 2.54 3.19 2.49 2.94 6.24 7.02

8.70 6.53 2.53 2.27 2.86 2.16 1.76 2.76 2.75 1.77 2.14 2.86 2.29 2.56 6.58 8.72

8.57 6.76 2.61 2.49 2.95 2.11 1.95 2.71 2.72 1.96 2.11 2.98 2.53 2.61 6.79 8.61

7.17 6.65 2.97 2.33 2.98 2.37 2.74 2.90 2.92 2.74 2.38 2.98 2.32 3.03 6.66 7.20

5.55 2.81 1.56 1.46 1.52 1.56 0.531 1.64 1.65 0.546 1.56 1.52 1.47 1.55 2.81 5.54

2.87 2.93 1.67 1.90 1.76 2.54 1.70 2.17 2.16 1.71 2.52 1.77 1.91 1.66 2.98 2.86

1.06 0.958 1.97 0.848 1.73 1.42 1.84 1.77 1.78 1.83 1.43 1.73 0.847 1.99 0.958 1.08
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図 2－10(2) 最大応答面外曲げモーメント（Ｍｙ） 

  

0.762 2.25 4.85 5.99 7.59 8.47 9.15 9.45 9.44 9.13 8.44 7.55 5.95 4.81 2.23 0.762

0.798 3.24 3.76 4.53 5.76 6.41 7.19 7.39 7.37 7.16 6.36 5.75 4.55 3.79 3.22 0.790

3.47 2.33 1.44 1.38 1.82 1.50 2.00 2.08 2.07 1.98 1.50 1.82 1.40 1.46 2.34 3.50

0.920 4.45 3.05 4.22 5.95 6.28 7.34 7.40 7.39 7.33 6.26 5.94 4.18 3.05 4.43 0.969

2.30 3.07 2.56 2.58 2.39 2.15 2.17 2.27 2.27 2.17 2.15 2.39 2.58 2.55 3.12 2.28

1.88 2.25 2.53 3.06 2.36 2.22 2.05 2.29 2.29 2.07 2.24 2.37 3.10 2.54 2.28 1.90

0.813 4.29 2.88 3.92 5.55 6.12 6.89 7.03 7.04 6.89 6.13 5.55 3.93 2.88 4.26 0.871

2.88 1.82 1.48 1.51 1.81 1.49 1.92 2.03 2.03 1.92 1.49 1.81 1.51 1.51 1.83 2.87

0.754 3.34 3.95 4.93 6.02 6.67 7.03 7.27 7.27 7.03 6.67 6.03 4.94 3.95 3.39 0.767

1.03 2.27 4.66 5.88 7.69 8.68 9.58 9.94 9.95 9.59 8.70 7.70 5.88 4.66 2.30 1.06
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図 2－11(1) 最大応答面外せん断力（Ｑｘ） 

  

50.8 32.1 33.6 27.0 39.8 32.5 39.5 36.8 36.9 39.5 32.5 39.9 26.9 33.7 32.1 50.1

9.70 14.6 34.9 35.9 43.9 42.2 45.0 44.6 44.5 45.1 42.3 44.1 36.0 35.1 14.8 9.84

19.3 21.4 40.3 41.5 42.8 44.3 44.6 45.1 45.2 44.7 44.5 43.0 41.7 40.6 21.6 19.4

51.5 31.0 25.9 27.7 26.8 29.5 31.6 32.2 32.2 31.6 29.5 26.9 27.6 25.9 30.8 51.4

45.5 27.9 32.8 35.3 38.4 42.3 45.5 46.5 46.6 45.5 42.3 38.5 35.2 32.7 27.5 45.2

40.7 27.2 37.0 38.3 43.9 46.9 47.9 48.1 48.1 47.8 46.8 43.7 38.2 36.8 27.0 40.6

49.0 29.1 26.9 28.7 30.7 32.1 32.0 32.7 32.7 32.0 32.0 30.6 28.6 26.7 29.1 49.0

16.3 20.2 42.1 40.8 44.1 44.4 46.4 46.9 46.9 46.5 44.5 44.2 40.8 42.2 20.2 16.3

14.0 17.3 30.3 36.7 36.1 39.0 37.9 38.8 38.9 37.9 39.1 36.2 36.8 30.4 17.3 13.9

55.2 24.2 36.1 21.4 44.6 34.9 45.3 42.3 42.1 45.4 34.8 44.6 21.2 36.1 23.7 54.5
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図 2－11(2) 最大応答面外せん断力（Ｑｙ） 

  

83.0 64.7 47.0 88.8 80.6 103 97.3 104 104 97.1 103 80.2 88.4 46.8 64.8 83.7

39.2 36.1 39.6 55.0 54.0 64.4 61.4 64.6 64.6 61.3 64.3 53.9 54.9 39.5 36.2 39.0

24.2 28.3 41.0 48.2 50.6 55.4 53.7 59.7 59.7 53.8 55.5 50.7 48.2 41.2 28.2 24.3

18.6 24.2 39.9 39.0 40.8 40.8 41.6 47.9 47.9 41.6 40.9 40.9 39.3 40.1 24.3 21.1

22.2 21.6 43.0 37.2 37.4 35.1 37.3 44.0 44.0 37.3 35.3 37.4 37.3 43.2 21.5 21.3

23.8 24.3 42.1 36.9 37.1 35.3 37.2 43.8 43.8 37.2 35.5 37.2 37.0 42.3 24.3 23.2

18.1 21.3 38.6 38.0 41.5 44.4 44.2 48.3 48.3 44.3 44.5 41.6 38.1 38.8 21.4 20.3

20.9 26.6 39.0 49.5 51.5 60.3 59.2 62.9 62.9 59.3 60.4 51.5 49.6 39.0 26.7 21.0

37.5 32.4 40.8 56.6 57.3 71.0 69.1 74.4 74.4 69.2 71.1 57.3 56.7 40.7 32.2 37.1

80.7 56.6 46.8 88.6 82.1 110 105 115 115 105 110 82.2 88.6 46.7 56.5 81.2
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注：評価対象箇所は，各断面の検定値が最も大きい箇所とする。 

 

図 2－12 面外応力に対する評価対象箇所（屋根スラブ） 

  

評価対象箇所 
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表 2－9 評価結果（屋根スラブ）（評価対象箇所） 

方向 短辺（ＥＷ）方向 長辺（ＮＳ）方向 

EL（m) 63.5 

厚さｔ（mm） 

有効せいｄ（mm） 

配 筋 

（鉄筋断面積） 

上ば筋 
D13@100 

（1270 mm2/m) 

D13@100 

（1270 mm2/m) 

下ば筋 
D13@100 

（1270 mm2/m) 

D13@100 

（1270 mm2/m) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

発生曲げモーメント 

Ｍ（kN・m/m） 
1.78 9.95 

鉄筋応力度 

σt（N/mm2） 
13.3 99.4 

許容限界 

（N/mm2） 
345 345 

検定値 0.04（＜1.0） 0.29（＜1.0） 

面
外
せ
ん
断
力 

発生せん断力 

Ｑ（kN/m） 
42.1 115 

せん断スパン比による 

割増し係数 α 
2.00 2.00 

許容限界 

（kN/m） 
226.8 170.2 

検定値 0.19（＜1.0） 0.68（＜1.0） 

判定 可 可 
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(2) 面内応力の検討 

屋根スラブの面外剛性を考慮した場合に屋根スラブに発生する最大応答面内せん

断応力度を図 2－13 に示す。また，屋根トラスの固有値解析結果を表 2－10 に，Ｎ

Ｓ方向 1次における屋根スラブの変形モードを図 2－14に示す。 

屋根スラブの最大応答面内せん断応力度を図 2－15 のようにエネルギ一定則を用

いて屋根スラブの面内せん断スケルトン曲線上の応答値に換算し，屋根スラブの最

大応答面内せん断ひずみが許容限界（2.0×10-3）以下であることを確認する。なお，

図 2－13 に示す最大応答面内せん断応力度の分布は，R7 通りを中心軸として概ねＥ

Ｗ方向に対称であり，屋根スラブ全体の面内変形モードは，図 2－14 に示すように

ＮＳ方向 1 次モードが卓越すると考えられることから，屋根スラブ全体としての最

大応答面内せん断応力度は，R7 通りから東側の範囲と西側の範囲において要素面積

で重み付け平均した値とする。また，屋根スラブの面内せん断スケルトンは，「原子

力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」

に基づき，軸応力度を考慮せずに算定する。 

評価対象範囲は，最大応答面内せん断ひずみの平均値が最も大きい範囲とする。

評価対象範囲を図 2－16 に示す。また，最大応答面内せん断ひずみを表 2－11 に示

す。 

屋根スラブの面外剛性を考慮した場合には，屋根スラブが負担する応力が大きく

なると考えられるが，屋根スラブの平均的な最大応答面内せん断ひずみは 0.766×

10-3 であり，許容限界（2.0×10-3）を超えていないため，屋根スラブが原子炉建物

原子炉棟（二次格納施設）として気密性を維持することを確認した。 
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注：青太線は最大応答面内せん断応力度を平均する範囲を示す。 

 

図 2－13 最大応答面内せん断応力度（τ） 

 

 

表 2－10 固有値解析結果（面外剛性考慮モデル） 

次数 
振動数 

(Hz) 

周期 

(s) 

刺激係数 

備考 水平方向 

（ＮＳ） 

水平方向 

（ＥＷ） 

鉛直方向 

（ＵＤ） 

1 4.60 0.218 0.085 -0.003 1.706 鉛直方向 1次 

2 6.25 0.160 -0.004 -0.042 -0.001  

3 7.80 0.128 -1.712 0.015 0.002 ＮＳ方向 1次 

4 8.06 0.124 -0.012 -1.971 0.005 ＥＷ方向 1次 

 

 

 

 

 

6.87 7.20 5.11 4.73 3.57 3.15 1.43 1.34 1.33 1.43 3.15 3.54 4.71 5.11 7.27 6.93

8.07 7.53 6.15 5.09 3.90 3.20 1.65 1.27 1.26 1.62 3.19 3.87 5.07 6.16 7.60 8.20

8.73 7.87 6.58 5.57 4.19 3.13 1.79 0.960 0.947 1.73 3.07 4.15 5.56 6.59 7.93 8.87

8.80 7.93 6.73 5.72 4.35 3.22 1.88 0.887 0.867 1.81 3.16 4.31 5.71 6.73 8.00 8.87

9.13 8.13 6.80 5.90 4.35 3.39 1.81 0.833 0.760 1.73 3.33 4.31 5.89 6.80 8.20 9.20

8.93 7.93 6.73 5.81 4.27 3.34 1.77 0.840 0.747 1.69 3.27 4.22 5.80 6.73 8.00 9.00

9.07 8.27 6.73 5.87 4.25 3.35 1.75 0.920 0.860 1.67 3.27 4.19 5.85 6.80 8.40 9.20

8.67 7.87 6.36 5.56 3.87 3.22 1.61 0.900 0.987 1.57 3.14 3.79 5.51 6.35 8.00 8.80

8.27 7.87 5.77 5.10 3.45 3.13 1.51 1.21 1.31 1.47 3.05 3.35 5.01 5.74 7.93 8.47

7.07 7.20 4.47 4.71 2.97 3.17 1.25 1.37 1.45 1.23 3.09 2.88 4.59 4.36 7.40 7.27

R11 R10 R9 R8 R7 R6 R5 R4 R3 

RH 

RG 

RF 

RE 

RD 

Ｙ(ＮＳ方向) 

Ｘ(ＥＷ方向) 

（単位：N/mm2） 

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0



 

別紙 5-34 

    

 

(a) 鳥瞰図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 概略変形図 

 

図 2－14 屋根スラブの変形モード（面外剛性考慮モデル，ＮＳ方向 1次） 
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応力度を平均する範囲 
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図 2－15 エネルギ一定則に基づく屋根スラブの面内せん断ひずみの評価方法 
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注：評価対象範囲は，最大応答面内せん断ひずみの平均値が最も大きい範囲とする。 

 

図 2－16 面内応力に対する評価対象箇所（屋根スラブ） 

  

屋根スラブの面外剛性を考慮した地震

応答解析による面内せん断応力度をエ

ネルギ一定則で屋根スラブの面内せん

断スケルトン曲線上にプロット 

γ’max 
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表 2－11 屋根スラブの最大応答面内せん断ひずみ 

位置 

平均 

最大応答面内 

せん断応力度＊1 

τmax（N/mm2） 

平均 

最大応答面内 

せん断ひずみ＊1 

γmax（×10-3） 

等価平均 

最大応答面内 

せん断ひずみ＊2 

γ’max（×10-3） 

RD通り RH通り間 

(R3 通り R7通り間) 
4.96 0.529 0.766 

注記＊1：屋根スラブの最大応答面内せん断応力度分布及び変形モードを考慮して設定した

範囲において要素面積で重み付け平均した値。 

＊2：エネルギ一定則を適用し，面内せん断スケルトン曲線上にプロットした値。 
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